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　貿易自由化につづき，資本の自由化の嵐はわが国の産業界に異常な熱気と興奮をもたらし，あたか
も「瀞前夜」の様概乳ている。拠ま，昨年暮から言臓されている雛会社構旙とそれに関
する数多くの論説に集中的に表現されている。
　しかも，このような論争にのみ終始するのでなく，巨大企業（この場合は総資本としての独占資本とい
ってもよいが）は，現実に「国際競争力の強化」の名のもとに，国家権力の手を通じて，企業合併をお
こないやすい環境整備をはかり，さらに企業規模・生産規模の拡大を強行的におしすすめようとして
。9。
　もとより，資本主義体制は，利潤の追求を法的に承認し，資本は，財産と取引の自由を背景に，企
業の競争と対抗をとおして，資本の追求と蓄積をはかる。それは，資本の本能ともいうべきである。
巨大資本は中小資本を倒し，あるいは支配収奪の手段のためにその系列化におき，ますます巨大にな
り，独占化してゆく。そして，巨大ないし独占化するにつれて，それは政治権力にたいして大きな発
言力をもち，独占資本を擁護する法律を期待し，これに反抗する老を抑圧する法律を希望し，さら
に・法律が独占資本の利益のために運用されるよう働きかけ，またそれを実現するだけの実力をもつ
’、いたるのである・このように，独占資本と国家の全一体的結合が高度にみられ，独占資本が国家機
構を広範に利用していく時期を，経済学の分野では国家独占資本主義と規定するが，現代はまさにそ
・欄であると諦されてい馨’．そうだとすオ鳳独韻本が「国醐争ノJの強化」の名のもとで，
国家鵬の全機能を通じて企難模，生産規模の拡大を強行におしすすめようとするのは，資本舳
化・過程で必然的にみられる資本本fi旨の現代醸現として当然のことかも知れない。それは，昭和38
年・「特定産業振興法案」とか，その対象麺であ。た自蜘麟喋中における国家勧の介入，
海運こ法と海運業，造船業の集中合併に典型的にみられ£）。
Lのように，戦後の企業合併にたいする国家の関与の姿とかその変遷が，経済的弱者である中小企
業，蠣者の灘，強圧のもとでお・な掠た繭の腰蝶統雛＿国家鋤賠頓点とする＿
連・統制諸立法一酬楊の擁一・廷胤いう…一ルと同じ雌を経て、、るとす。妨ば，ま瀬似
の暗象とするならば，鮎飾の鰍幾伽全面断・」用がみられ観代の襯馳鱒jする。とな
く容認するのは，繊であ£）．もとより，輔の天劃鶴と燗如己のもと防ける企粕併の問
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一81一
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題と戦後のそれとを直ちに同じレベルで対比して，戦後の企業合併が戦前のそれと同質あるいは類似
　　　　　　　　　　　　　　　　　（6｝のものであると速断できないであろう。
　そこで，本稿は，わが国の現代資本主義経済と法の本質を明らかにするために・主として戦後の企
業合併を素材にして企業合併をめぐる法律制度の意義とそれを産みだした背景に科学的なメスをいれ
ようとするものである。
　しかし，戦後の合併と法との関係，特に，国家の合併にたいする役割，介入の基本構造にっいて明
らかにするためには，戦前の合併をめぐる法構造を追求し，戦前から戦後への法体系の移行を正しく
認識するのが必要である。したがって，本稿では，戦後の合併に関する法構造を考察するのが主要な
目的であるけれども必要な限度で戦前のそれにも触れる予定である。また企業合併をめぐる法構造
が，大企業・中小企業に異なった役割をしているかどうか，またその法構造がどういう機能を有する
かも若干の考察の対象としたい。
　なお，わたくしは，「戦前の企業合併をめぐる法構造とその役割」と「中小企業の企業合併の本質
とその実態」に関する本格的な研究を，別の機会にそれぞれ具体的且つ詳細に検討する予定である。
本稿では，現代企業合併の法構造をみるうえでの基本的な問題のみを論じ，メモ程度にすぎないこと
を，あらかじめおことわりしておきたい。
（1）通産省の「新持ち株会社構想」　（日経41年i2月24日朝刊），前公取北島委員長の「独占禁止法第9条で持
　ち株会社の設立を禁止しているが，責任ある官庁から照会があれば責任をもって検討するのにやぶさかでな
　い」という談話（日経42年2月9日夕刊），第5回関西財界セミナーでの宮沢経済企画庁長官の発言（日経
　42年2月8日夕刊）等の官庁側の考え方や，財界での欧州経済使節団団長大屋晋三氏の「持ち株会社を認め
　よ」の提言を代表とする多くの主張とか，それこそ枚挙に暇がない。
（2）たとえば，経済審議会の産業分科会がまとめた新長期経済計画の産業体制整備についての原案によると，
　「産業は今後5力年に資本取引の自由化と国際競争力の強化，企業の体質改善を目標に，業種ごとに合併や
　業務提携など産業体制整備の青写真を作り」これを実現するために，独禁法運用の緩和，合併，共同投資，
　古い設備の撤廃などを進めるための税制措置，あるいは資金面でも官民協調の必要性を強調している（日経
　42年i月17日朝刊）。
　　また，新聞報道によれば，通産省・労働省は，資本自由化時代の労働政策について検討するために，定期
　協議会を設置するようである。これは，兼松一江商をはじめ三菱三重工，日産　　プリンスなどの合併の
　際，労組との摩擦が大きな問題になったし，この種の紛争は今後も予想されるので，資本自由化とそれに対
　応する企業合併を円滑にすすめるために，資本自由化時代の産業労務対策を検討しようとするものである。
　そして，「産業構造審議会に労働代表の参加を求め産業再編成と労組との関係を円滑にする対策」を検討し
　（日経42年2月7日），また労働省は，合理化の前に労使の融和をはかるために，「トップ懇談会」の開催を
　各方面に働きかけるようである（日経42年9月22日）。
（3）たとえば，市川・北田r国家独占資本主義と日本の産業」ロ頁以下。宇佐美・宇高・島編「国家独占資本
　主義論」（マルクス経済学講座3巻）。儀我壮一郎「現代日本の国家と独占」3～8頁参照。なお，法学者か
　らのものとしては，「現代法と経済」　（講座現代法ア巻）所収の各論文，松岡正美「『経済法』理論におけ
　る問題点」　（法律時報39巻6号）を参照。
（4）市川・北田前掲書238頁以下および29頂以下にくわしい紹介がある。
（5）松岡・市毛・木元「明治体制の法学的研究方法の論点」　（明治大学法学部85周年記念論文集）560～i頁参
　照。
⑥　このちがいについては，第1章第2節参照。
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第1章企業合併をめぐる法律制度と
　　　　　その変遷と一般的特徴
?
資本主義体制は，利潤の追求を法的に承認している。資本は，私有財産制，契約自由の原則を背景
に，企業間の競争と対抗をとおして，資本の追求と蓄積をはかる。この資本の集中・集積は，結果と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）して，生産の集中・集積を生み，資本の行動は，企業集中の完壁な形態である企業合併によって経営
規模あるいは生産規模の拡大化をもたらす。
資本の集中・集積は，資本主義社会そのものを前提とした必然的所産である。したがって，資本主
義経済を基調とする国家は，すくなくともそのイデオロギーとして，資本主義経済の必然的所産であ
る企業集中を制限または阻止する法的措置，もう少し正確に指摘するならば，利潤法則を否定または
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　cz）制限するような法的措置を準備するはずはないのである。もとより，これは，国家が総資本のマイナ
スになるようなコントロールをしないということであって，個々の企業にとってマイナスになるよう
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）な法的措置をとらないことを意味するわけではない。また，国家の企業集中にたいする態度は，資本
主義経済のそれぞれの段階で，それを放任したり，それを積極的に促進したり，あるいはそれを阻
止，抑制したりするように，様々な様相を呈するが，その場合においても，国家は総資本の利潤の保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）障，確保という基本的立場を変えようとしない。
　そこで，国家の企業合併にたいする政策とその法的発現である諸制度について，わが国の資本主義
経済の発展と関連させて，一般的特徴をみてみよう。
（1）企業合併は，広義の企業合同の一形態である。広義の企業合同は，2以上の企業が資本的に結合または融
　合関係に入ることであるが，その結合の強さから分類して，不完全合同と完全合同に分けることができる。
　不完全合同は，資本的結合の程度が結合される企業の独立性を完全にうしなわせるにいたらない場合で，こ
　れには企業結合，持株会社，企業集団に分けられ，企業結合にはいわゆるトラスbと企業系列に分類されて
　いる。これにたいし，完全合同は独sZした2つ以上の企業が完全に｝つの企業に融合・合成される場合で企
　業合併が典型的な例である。このように企業合同は，種々様々な結合方法によっておこなわれるわけである
　（御園生等「企業合同」97～104頁，大阪市立大学経済研究所「産業再編成と企業合併」158～161頁参照）。
　本稿では，この種々様々な企業合同の型態を念頭におき，企業合同の典型的・完全な型態である企業舎併の
　閥題について考察するものである。
（2）しかし，現実の法は，国民諸階層間の力関係の反映であるから，ある場合には個別資本の企業活動を制限
　する法が，国民諸階層問の権利斗争と，資本側の譲歩によって制定される。たとえば，経済憲法とかいわれ
　ている独占禁1と法（わが国の場合には反独占運動の所産とはいえないが）とか，労働法とかがその典型的な
　例である。しかし，それは，総資本のマイナスにならない限りで容認されるのであって，それ以上の意味を
　もつものではない。そこに，資本主義法の特質と限界がみられる。
〈3）たとえば，商工行政史刊行会編「商工：行政史」中巻280～1頁，令沢良堆「産業法」　（口本近代法発達史
　4巻）28）～3頁参照。
④　たとえば，富山康吉教授は，統制法について，「それは，私法の自由をつうじて働く価値法則による資本
　の活動を，潅力的に制限しながら，大資本の利潤追及を保障する装置である」と指摘されている（富山康吉
　「独占資本と法の理論」講座現代法7巻ア5～6頁）Q
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第1節　産業資本主義段階における合併を
　　　　めぐる法律制度とその一般的特徴
　産業資本主義段階では，国家ぱ，原則として経済生活に関与，介入しない。国家は，私有財産制，
契約自由の原則・過失責任の原則を背景に，抽象的な意味においての「自由」　「平等」を確保する法
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆ律を準備するが，それ以上の経済生活に関与・介入する法的措置をとらない。それ故，この時期の合
併に関する法構造は，自由を建前とする合併のルールを定めることを基本とし，国家は合併を促進，
助成または抑制するような関与・介入を可能にする法的措置をとらないのである。
　それは，この時期においては，個々の企業の合理的な意思にまかせておくだけで資本主義経済の発
展がはかれるからである。企業は，かかる自由を保障されることによって，さまざまな会社法上の制
度を利用して，資本の集中・集積をすすめ，窮極的には合併によって巨大化してゆく。国家が経済生
活に関与しない法構造は，とりもなおさず，この時期の資本の意思の反映であり，それが資本の利潤
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）追求を保障する法的措置を意味していた。
　産業資本主義段階における合併の法制度は，　「自由」を基本とする手続規定を定める会社法を制定
するだけで十分であった。したがって，この時期に合併に関する特別法（たとえば明治29年の銀行合併
法，大正9年の銀行条例の改正）が制定されても，それは，会社法上の手続面を緩和するものであって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3＞市民法秩序の合併の「自由」を修正するものではない。
　この段階では，合併に関する法律制度は，資本あるいは経営規模の差，すなわち大企業と中小企業
の合併にたいする対応の仕方が同じであって，国家は，基本的には資本あるいは経営規模の差によつ
て，異なった取扱をするわけではない。国家は，資本の集中・企業の合併に関与，規制をしないこと
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　a｝によって，結果として，より大なる資本の集中を助長し，その利益を擁護するわけである。
　このように，産業資本主義段階における企業合併の法構造の一般的特徴は，市民法秩序を背景とす
る「自由」な合併手続を規定するのみにとどまり，またその法構造は国家の合併に関与することを否
定しているのであった。したがって，この法構造における企業合併の特質は，あくまでも個別資本の
「意思」自体を媒介とする合併であって，たび重なる恐慌期に企業合併がすすめられたが，それは個
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）別的散発的なものとしてあらわれ，産業構造の編成を目的とするような大規模なものではない・
　産業資本主義段階における合併の法構造の一般的特徴および合併の性格を，以上のように認識でぎ
るけれども，もとよりこの指摘をすべての資本主義社会に図式的にあてはめることはできない・特
に，わが国の経済は，資本主義経済の成立当初から国家権力および国家資金のもとで発展してきkの
で，国家権力が合併にたいしてどのような態度をとったかについては綿密に検討されなければならな
い。この点については，別の機会で詳細に検討するので，ここでは＿般的特徴を指摘することにとど
めた。
　（1）たとえば，渡辺洋三「近代市民法の変動と聞題」　（講座現代法第1巻所収）72～8頁参照。
　　　たとえば，橋本文雄「社会法と市民法」91頁，99頁参照。（2）
　（，瑚治29年、月曝行舗齢，わが顧本蟻経猷轍畷初、。Siij定猷姶併に関する法である・当
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　時政府の説明によると，この法は，「既設の銀行が過度の競争をさけ資力を充実するために，なるべく合同
　することが望ましいが，商法の手続では手数が掛るから，簡便法をかりて合併を奨励する」ために制定され
　た（福島正夫「日本資本主義の発達と私法」法律時報25巻10号，81頁による）。福島教授は，その論文で，
　銀行合併法の役割について，「この法律は，その施行成果は至って振わなかった一・…それは合同政策に何ら
　の強制方法を伴わず，また継続するブームに際して当事者が合併を望まなかったからである」と述べ，「こ
　の法の制定が一般会社合併法への要求を刺戟した」と指摘している（81頁）。大正5年に銀行条例の改正（法
　13号）で銀行の合併には認可が必要とされ，大正9年の改正（法22号）で，銀行の合併手続に関する特例が
　設けられた。これらについて，金沢教授は「これは，あくまでも，商法の特例にすぎないのであって，やは
　り市民法秩序の一環として，合併の『自由』の拡張という意味をもつのであり，このかぎりでは，この改正
　にみられる国の態度は，合併への積極的干渉といえない」　（「産業法」日本近代法発達史4巻311頁）と指
　摘されている。福島教授・金沢教授の指摘は，当時のわが国の資本主義経済の状態からみて，正当である。
（4）第i次大戦後の恐慌期に，この時期の代表的経済団体の「紡聯は，天満紡績以下28社の中小紡績会社が
　r紡績午餐会』なるものを結成して操業の短縮を要請し続けたにもかかわらず，ついに動かず，これらの整
　理統合を見送った」が，この理由を当時の伊藤忠合名会社社長伊藤竹之助氏によれば，　「大戦中並びに戦後
　雨後の筍のごとく増加したところの新設会社が手足まといであるところから一一これを淘汰せんとする空気
　が紡績聯合会内の有力者間trcみなぎった為に同業者の困ぽいを見殺しにした」　（「我国綿業の現勢と諸問題」
　一公正取引委員会事務局調査部「綿紡績業における事業老団体の過去及び現在」43頁による）。この例にみ
　られるように，国家が支配的資本の行為を放任することによって，その結果として支配的資本の利益を擁護
　したのである。
（5）静田均「カルテルと経済団体」377頁参照。この当時の企業合併の実態については，美濃部亮吉「カルテ
　ル・トラスト・コンツェルン下」，揖西・大島・加藤・大内「日本における資本主義の発達（全）」i32頁を
　参照。
第2節独占資本主義段階における合併を
　　　　めぐる法律制度とその一般的特徴
本節では，独占資本主義段階における企業合併の法構造に関する一般的特徴を考察する。もともと
資本主義経済は，私的な経済主体の自由な活動を通じて機能するところの市場の自動調節作用によっ
て・維持されるわけである。ところで，資本は，市民法秩序における財産，取引の自由を背景に，資
本の集中・集積をすすめ，支配の拡張をはかり，収奪範囲と度合を拡大し深化させてゆく。それは，
、般に指摘されているように，生産と消費の矛盾を激烈化させ，独占資本が支配的地位を占める段階
になると，経済の自動調節作用は無力化するようになる。その結果は，恐慌や慢性的不況などとして
あらわれ，独占資本の利潤の実現を阻むこととなる。
かくして，国家は，経済の自動調節作用の無力化という現象に直面して，資本の利潤実現の途を開
くために，経済生活に積極的に介入してゆくようになる。この時期，すなわち独占資本主義段階にお
ける一般的形態的特徴は，国家の経済生活にたいする干渉・介入の増大であり，具体的には，そのあ
らおれかたがその国の経済・政治的条件とその経済発展段階によって様々であるけれども，通常，企
業の国有，公有化，国家資金を背景とする財政政策，金融政策，価格統制，市場統制，労働力統制，
通貨嶺肋管欝。厳現され8。
以上にみた独占資本主義段階における一般的形態的特徴は，その時期の企業合併に関する法制度お
よび国家権力の態度にもみられる。国家は，その時期の支配的資本，あるいは独占体の全体的要請な
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いし資本自体の要請をうけて，企業合併にたいして積極的に関与・介入してゆく。国家の企業合庶
たいする態度は，その国の経済・政治的条件とか，独占資本と国家権力の癒着結合の質と量とか，企
業集中が具体的にどのような形をとって展開しているか等々によって，様々な姿を示すわけである。
それは，ある場合には間接的方法により，ある場合には非権力的方法により，さらに積極的方法をと
る場合もあ9．．の跡の合併にたいする様嫌態騨，究極的に姻家権力の行政罷を予定する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　具体的な法的措置をともなう法律制度の整備によって具体化されてゆくのである。
　このように，独占資本が国家を自己の従属下におき，国家機関とその全機能を利用して超過利潤の
実現をはかるわけであるが，この時期の企業合併にたいする国家権力の介入は，以上にみてきたよう
な独占資本の支配的意思の反映であるかぎり，巨大資本の利益になるかぎりにおいて，中小資本を考
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5　慮の対象におくのであって，中小資本の保護を第一義的に考えて介入してゆくわけではない。
　独占資本と国家権力の癒着結合は，昭和6年の重要産業統制法（昭和6年法40号）を典型として，そ
れ以後戦前戦後をとわず一般的にみられるが，企業合併をめぐる国家と法の構えは必ずしも一様では
ない。そこで，企業合併をめぐる国家と法及びその役割をみるうえで，考慮すべき法構造とその背景
について，第2次大戦前と戦後との比較を簡単にしておこう。
　第2次大戦までのわが国の資本主義経済における支配構造を支えるものとして，一方において明治
維新以来国家権力の手厚い保護をうけて育成された財閥による支配と，他方，重要産業統制法を典型
とするカルテル助長立法により国家権力の積極的容認をうけたカルテル・トラストの支配をあげるこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）とができ，この両者の不可分のからみ合いが，戦前の経済体制を形成していた。さらに国家は，この
支配構造を補強あるいは増強させるために，企業合併を強権的におしすすめることを可能ならしめる
　　　　　　　　　　　（7）多くの統制立法を制定した。このように，戦前では，カルテル助長立法を中核とした独占補強立法，
合併助長立法が，経済政策的立法の主要な地位を占めていたのである。
　これにたいして，戦後の特徴的な事実は，財閥の解体，過度経済力集中排除法，独占禁止法にみら
れるように，反独占立法が，経済憲法として，経済政策的立法ゐ中枢的地位を占めていることであ
£）。戦後の経済政策的立法は，独禁法がたびたび改正され，またその改正が意図され，あるいは行政
指導によって独禁法が形骸化されながらも，独禁法で保障しようとする競争秩序を基礎として，展開
してゆくのであ£1．・ρように，轍のいわゆ碓灘構齢，すくなくとも法形式面力嚇るなら
ば，戦前と異なり，独占形成に抑制的機能をそれ自体に内在しているといえよう。
　また，戦前戦後の合併をめぐる法制度，国家権力の態度及び現実の合併の特質を考えるときには・
以上の法構造の差異のほかに，その背景として中小企業政策の動向とか労働組合運動の動向につい
て，その比較を考察の対象としなければならない。けだし，戦後では，戦前と比べて比較にならない
程度に，中小企業対策，労働組合対策を真剣に考慮せざるをえないほど，技術革新，経済の高度化が
すすむ過程で，中小企業問題が深刻化し，労働組合の組織力が合併を現実に阻止しうる力をもつほど
強化されたからである。
　第2章で，まず戦後の合併にたいする国家権力の介入の姿を明らかにするために，歴史的変遷にし
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tがって，戦後における企業合併をめぐる法と合併との関係を素描する。
　（1）序章註（3）掲載の各論文参照o
　（2）その萌芽的形態は，昭和2年の銀行法の制定と大蔵省の態度にみられる。昭和2年の銀行法は，金融恐慌
　　に対処するために制定され，その法によって大蔵省の認可権を背景に銀行業の資本金が引上げられた。この
　　法律のもとで，大蔵省は単独出資による資本金の引上げを認めなかったために，銀行の合併が促進されるこ
　　とになった。このように，行政官庁が認可権を背景に支配的資本の利益と中小資本を排除するために企業合
　　併に介入してゆく姿は，すぐれて独占資本主義段階における一つの特微であった。昭和2年の銀行法の意義
　　と役割については，金沢前掲書「産業法」303頁，美濃部前掲書584頁以下，藤田敬三「カルテル闘争論」ワ0
　　頁以下，楓西・大島・加藤・大内前掲書i42頁以下，杉田揚太郎「日本金融立法史，（1）」73頁以下参照。
　（3）金沢良雄「経済法」　（法律学全集52巻）99頁。
　（4）たとえば，臨時資金調整法（昭和12年9月】0日公布）4条2項，国家総動員法16条の3を参照。そのほか
　　に，大正14年4　fi　11日の製鉄鋼調査会，昭和5年10月18日の臨時産業審議会による鉄鋼業合同に関する答申
　　に典型的にみられるように，諮問機関の積極的な活動も看過できないであろう。この点については，商工行
　　政史刊行会編「商工行政史」中巻277～28］頁および379～380頁参照。
　⑤　わが国最初の中小企業組織化問題は，法制史的にみると，重要物産同業組合制度と産業組合制度とみなさ
　　れている（この制度についての評価は，木元錦哉「明治時代における国家と産業をめぐる立法政策とその評
　　価」明治大学法学部85周年記念論文集所収605～6頁参照）が，もとより中小商工業の組織化問題が本格的
　　な展開をみせるのは，独占資本の支配体制が形成され，中小企業政策が経済政策上の重要な課題の一つとし
　　て認識された第1次大戦後とくに昭和2年の金融恐慌以後である（この点については，通商産業省編「商工
　　政策史」12巻33頁以下，藤田敬三前掲書173頁，藤田敬三「日本産業構造と中小企業」18～21頁，由井常彦
　　「中小企業政策の史的研究」を参照）。その後，重要産業統制法→国家総動員法を頂点として，それを補完
　　するために中小企業に関する法律を制定しまたは改正（たとえば工業組合法　　昭和6年法65号とか，商業
　　組合法一昭和7年9月法25号とかが制定され，また工業組合法第4次改正　　i4年4月法65号では工業組
　　合を戦時資材配給統制組織として活用するため，行政官庁の権限を強め，事業の新設・拡張を許可制とし，
　　さらに工業小組合制度を設け，小規模工業等の集団的転業，企業合同を勧奨することとなった）することに
　　よって，中小企業を独占資本の支配機構の中にくみこんでゆくようになった。この傾向は，第2次大戦中に
　　おける中小企業の転廃業政策を強権的におしすすめることによって強められてゆくのであった。こうして，
　　第2次大戦前および戦時中の中小企業組織化は，中小企業の保護を目的としておこなわれたのではなく，独
　　占資本のためのものであったといえよう（この点については，前掲「綿紡績業における事業者団体の過去及
　　び現在」56～74頁参照）Qこの点についてのくわしい検討は，別の機会で検討するので，それに譲りたい。
　　戦後の問題については，第2章で若干述べるから，それを参照されたい。
　（6）正田彬「独占禁止法の変質過程」　（法律時報39巻6号）15頁参照。
　⑦　戦前・戦中の統制立法については，たとえば津曲蔵之丞「日本統制経済法」，菊地春雄「経済法入門」，中
　　村弥三次「戦時経済法概説」を参照。
　（8）たとえば，丹宗昭信「経済法（学）の独自性」（経済法1号）5頁以下，正田彬「経済法」123～7頁，
　　今村成和「経済法と行政法の交錯」　（法学セミナー131号）2頁参照。
　⑨戦後の独占助長立法は，必ずといってもよいほど独禁法の除外立法の体裁をととのえて制定される。この
　　ことをみても明らかのように，戦後の経済政策的立法は，少なくとも法形式上競争秩序の保障との関連で把
　　えられているように思われる。
第2章戦後における法と合併
?
戦後における企業合併をめぐる法律制度のきわめて特徴的な第1の事実は，法形式上，独占資本の
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企業合併に阻止あるいは抑制的機能を果たす独禁法制が存在することである。もとより独占禁止法1ま
一定の合併を禁止しようとするものであるから，主として，独占資本の企業合併を規制するものであ
って，中小企業の企業合併を否定するものではない。中小企業の合併による規模拡大は，むしろ奨励
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔Dされるものであって，いわゆる「国民経済」の正常な発展からいうと好ましいと考えられている。
　つぎに，戦後における企業合併をめぐる法律制度の第2の特徴として，中小企業の集中，協業化を
　　　　　　　　　　　　　　　　（2）積極的に認めていることを指摘できる。
　このような法制度は，戦後の資本主義経済の発展にどういう機能を果たしたか，そして戦後の企業
合併はどのような政治的・経済的条件のもとでおしすすめられていったか，また戦後の独占資本の復
活再編過程で国家権力が企業合併にどのように介入していくか，等々を考察するのが本章の目的であ
る。
　戦後の合併と法との展開過程をみる場合，どのように時期区分するかについては，いろいろな観点
　　　　　（3）が考えられる。しかし，法という観点からみた場合，なによりも独占資本とそれと癒着結合する国家
権力の経済政策のあり方が重要である。なぜなら，企業合併は，資本の集中・集積の最終的段階であ
り，資本の増殖作用の一表現であるとすれば，独占資本が国家権力を従属化している時期において
は，いかなる法もそれを阻止することができないだけでなく，独占資本は，利潤の追求とか企業集中
を阻害する要因を国家権力を通じて除去するように努め，さらにそれを助長するように求めてゆくだ
ろうし，またそれだけの力を現実にもっているからである。
　そこで，戦後の時期区分を次のよう1，c分ける。第1期は経済民主化時代（昭和20年から23年まで），
第2期は戦後独占資本主義の再建時代（24年から27年まで），第3期は産業合理化時代（28年から34
年まで），第4期は経済開放体制移行期（35年から現代まで）に一応分けて考察する。
　（1）正田彬「独占禁止法」61～2頁。
　（2）たとえば，昭和24年制定の中小企業等協同組合法を参照。
　（3）戦後の企業合併運動をみるときは，もとより，経済恐慌とその対策としての企業合併との関連から時期区
　　分できる。すなわち，企業の合併が景気のどの局面と結びつくかの視角からの区分である（大阪市立大学産
　　業研究所，前掲書78～80頁参照）。しかし，本稿では，国家の経済政策の在り方と企業合併の関係を重視し
　　て，便宜的に時期区分した。
第1節　経済民主化時代
　わが国の経済体制は，敗戦後のアメリカ資本主義経済を中心とする占領支配権力の支配，従属のも
とで，戦争の要因であった財閥支配体制に内在していた非近代化要素と軍事化要素を除去することに
ょって，第一歩を踏みだした。
　戦後直後の占領政策は，産業構造の民主化を目的とする近代化と非軍事化を強行するために，財閥
解体，過度経済力の排除，あるいは財閥支配体制を支えていた私的団体による統制を廃止するととも
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　　　　　　　　　　（2）に，その私的統制を将来にむけて予防するための具体的措置をおしすすめた。財閥解体の意義につい
ては種々考えられるが，この点は本稿の主要な課題ではないので，ここでは，要するに，財閥解体に
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財閥麦配体制に内在していた非近代化要素と軍事化要素とを除去することによって・わが国で定着し
ていなかった近代資本主義経済の基本原理である「自由競争」の基礎を築くことであった点のみを指
　　　　　（3）
摘しておこう。
　戦前の財閥を中心とする支配体制と巨大企業の解体または分割は，財閥系企業にとってはかなり厳
格におこなわれたが・そのほかの巨大企業の分割は，その後の政治・経済条件の影響をうけて・初期
の目的を達することなく中途半端に終ったこと，とりわけ財閥の中心の一つを形成していた財閥系銀
　　　　　　　　　　　　　　　（4　行の金融機関の指定が中止されたことは，その後の独占体の中核とその集中基礎とを確保し，戦後の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）企業合併が財閥系企業の再編を中心としておこなわれたという意味で，重要であった。
　さらに，財閥の解体，カルテル・トラストによる市場支配の阻止を恒久化するために，公正な競争
秩序の維持を目的として，私的独占禁止法（昭和22年4月14日法54号）が制定された。成立当初の独禁
法は，アメリカの反トラスト法よりも，その禁止，制限範囲が広く，かつ厳格であった。合併規制に
ついてみるならば，この時期の企業合併には，一定な厳格な要件のもとで，公正取引委員会の認可を
必要とし，企業合併は行政機関の厳しい監視のもとにおかれていた。
　　　　　　　　（6）　この時期の合併数をみると，昭和22年17］件，23年280件と比較的少なく，しかもほとんどが中小企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）業の合併であって，小規模会社の整理というべきものが多かった。ところで，この時期の合併のほと
んどが，中小企業の合併であり，その件数についても比較的少ないという現象をどう考えるべきだろ
うか。初期の独禁法がその内容において，広範なかつ厳格な禁⊥i二，制限規定をおいていたため，それ
が合併の阻止・抑制の役割を果たしたとみるべきだろうか。むしろ，次に述べるような当時の政治的
’経済的背景に影響された結果と考えるのが妥当である。
　この時期のわが国の経済は，敗戦後の極度の混乱状態から復旧への，戦争経済から平和経済への転
換が，その中心課題であった。しかも，金融機関再建整備法（昭和21年8月法39号），企業再建整備法
（昭和2］年10月法40号）にみられる如く，インフレーションの抑制と擬制資本の整備とそれに伴なう企
業繍が中心問題であ。建．。のような経済条件のもとでは，蝶合伽。よ。て，経営．生産囎の
拡大をはかる余裕がなく，むしろ老朽化した企業をどう整備・再建するかが緊急の課題であった。
　また，国家は，新らしい資本主義経済再建のための積極的措置をとらざるをえなかったから，国家
財政における価格差補給金，復興金融金庫融資，価格統制，資金資材の割当制，各種公団の設立等々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）によって，巨大企業の再建整備をおしすすめていったのである。このような統制措置は，「形態的に
は鵬国家繍とほぼ同萬であるとか，「鞘統制組雛力，レテ，レセ。よ破配の灘もろと醗止
されたが，それにと。て代った配給組織は，ほとん揃と変ら酬観をそ雄てい凸と評価される
ほどの国家の経済生活への介入であり，それは，独占資本の維持あるいは強化の重要な支柱となっ?
た。
　こうして，この時期では，独占資本は，戦後のこの時期の統制機構のもとで，自己の企業再建をは
かり・資本の増殖としての企業合併をおこなう余裕がなかったから，独禁法の合併規制は，その本来
の機能を果たす余地もなく，むしろ戦後の経済が再建整備され，本格的な展開をみる過程で問題とさ
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れるべきはずのものであった。
　このようにみてくると，この時期にみられた，財閥の解体，巨大企業の部分的な分割と巨大企業間
の力の均衡，金融資本の温存，他方，巨大企業の再建整備は，その後のわが国の企業合併とそれに対
応する法制度に重大な影響を与えた一つの要因であったし，またその後の企業合併の方向・性格とそ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬れをめぐる法制度の動向を示唆するものであったといえよう。
（1）たとえば，商工行政史刊行会「商工行政史」下巻481頁，末川博編「資料戦後20年史」3巻261頁以下，正
　田彬「独占禁止法」3～H頁，儀我壮一郎「現代日本の独占企業」io3頁以下参照。
（2）財閥解体等の戦後の民主化政策をどう評価するかは，「現代法」の典型的な立法である経済法の本質・機
　能を明らかにするために極めて重要な課題である。最近，現代法の本質とその機能を明らかにするために，
　戦前の国家独占資本主義経済と戦後のそれとの関係が問題とされている。すなわち，昭和41年秋におこなわ
　れた民科法律部会での論争とか，松岡正美教授の問題提起「r経済法』理論における問題点」　（法律時報39
　巻6号）にみられるように，戦前の国家独占資本主義経済が，いわゆる「民主化政策」によって断絶したの
　か，あるいは継続しているとみるべきかの問題である。
（3）正田彬「独占禁止法」】0頁参照。
（4）財閥解体，過度経済力排除の実態については，持株整理委員会編「日本財閥とその解体」を参照。
（5）通産省企業局編「企業合併の効果と問題点」13頁，戸倉修「企業合併の現状と課題」　（公正取引149号）
　8頁，公正取引委員会各年度の「年次報告」参照。
（6）公正取引委員会各年度の「年次報告」参照。
（7）通商産業省編「産業合理化白書」258頁。
（8）小林義雄「企業整備と独占資本」5頁，中村静治「日本産業合理化研究」193頁以下にくわしい指摘があ
　る。
（9）前掲「商工行政史」下巻483～5頁，520～8頁参照。
⑩　渡辺洋三「戦後の日本資本主義経済と法」　（講座現代法7巻）169頁。
⑪　J．B．コーヘン著，大内兵衛訳「戦時戦後の日本経済」下巻243頁。
⑫　儀我壮一郎「戦後日本の国家と独占」9頁。
㈲　大阪市立大学経済研究所「産業再編成と企業合併」90～2頁。
第2節　戦後独占資本主義の再建時代
　昭和24年から27年にかけての時期は，戦後の復興の基礎をなしえた巨大企業が，主としてアメリカ
独占資本を中心とする外国資本の積極的テコ入れと，わが国の国家資金の産業界への投入によって，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ωわが国資本主義経済の支配的地位を確立し，戦後独占資本主義経済が再建された時期である。
　すでに，昭和23年初頭以来，国際情勢の悪化を背景として，占領政策が従来の「反独占」，「非軍事
化」政策から，アメリカ独占資本主義経済の積極的テコ入れを背景とするわが国の巨大企業保護政策
を中心とする経済再建政策へと質的転換をせざるをえなくなり，過度経済力集中排除法による個々の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）独占企業の細分化方針の緩和，独禁法の改正にふみきった。
　この独禁法の改正は，ドッジ・ライン展開，すなわち財政補給金の打切り，復金融資の停止，国償
償還，復金回収等により財政均衡化とイソフレーション政策，ならびに単一為替レートの設定をすす
める過程でおこなわれ建。こうして，政府は，わが国経済をアメリカ独占資本主義経済と結びつけ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　その資本の導入をテコとして，独占資本本位の経済再建を強行していったのであった。
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　また，政府は，資材の配給統制の面において，従来の傾斜生産方式に代って集中生産方式の政策を
採用した・金融機関でも・この時期に・その融資方針は一転して健全経営主義に変り・貸出厳選主義
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）の強化，優秀産業への融資集中傾向は，ますます強化されていった。
以上のような占領政策の転換とそれを具体化したドッジ・ラインの実施は，政府の巨大企業保護政
策とあいまって，わが国の戦後の独占資本をアメリカ独占資本の従属のもとで復活させたが・その反
面，ドッジ・ラインの政策がもたらした安定恐慌のもとで，24年3月から翌年3月まで企業の整理件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6　数がH，000件に及ぶほど，中小企業の整備が強行された。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）　こうして，この時期の合併は，24年571件，25年420件，26年33｝件，27年385件と，ドッジ・ライγ
の安定恐慌時に戦後第1次の企業合併の波をみるにいたった。また，昭和24年の独禁法改正前の合併
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8）の特色は，　「小規模会社の整理ともいうべきものが多かった」が，改正後においては，合併後の資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）金5億円以上の大企業の合併が，24年24件，25年32件，26年32件，27年44件と漸次増加していったの
が特色である。このような企業合併の動向は，財閥解体によって分割された旧財閥系企業にもみられ
るようになり，三井，三菱系両社の再集中過程は，ドッジ・ライソ実施期に表面化し，27年4月財閥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩商号使用許可以降，本格的な再編集中がなされるようになった。
　しかしながら，この時期においても，中小企業の合併が多かったことは，いうまでもない。この時
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aD期に，中小企業の協同化，組織化をはかるために，中小企業等協同組合法（昭和24年6月1日法181号）
が制定され，同法で企業組合制度が認められたことは，特別法で中小企業の集中を特に促進すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆを積極的に認めたという意味で評価されるべきものであった。企業組合制度は，企業合併に関する法
制度ではないが，2つ以上の中小企業の資本・労働力の結合により1個の企業体を構成し，経営規模
の拡大を目的とするものであるから，中小企業の合併と類似の役割をもつ特別の制度であるといえよ?
う。中小企業は，ドッジ・ライソの安定恐慌後における「過重な税」と金融市場からのしめだしに対
抗して，企麹合を結成し超ヵ・，国家勧ま，醜局による蝶組合の否認とか，脱税組合とみなす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　QS，ことによって，企業組合の成長の芽をつみとっていった。こうして，中小企業にとってわずかぼかり
の保護であった中小企業等協同組合法も，国家権力の介入によって，真に中小企業の要求を満しうる
ものとならなかったようである。
　中小企業協同組合法による法制度は，中小資本の集中を促進させる役割をもつものであったが，同
時に，その後の国家権力の独占資本本位の政策と下請系列の進展を背景に，独占資本による中小企業
・姻を補完する灘課たしたよう講る。
　また，この時期に，国家権力は，労働組合法の改正による「暴力の行使」の禁止などを含む強力な
労働政策をとるようになったことも看過できない。それは，すでに述べた独占資本本位の政策といわ
ゆるドッジ．ライン政策によってもたらされた中小企業の倒産，失業者群の増大から生ずる不法な実
力行使を警戒したものにほかならない。こうして，国家権力が，独占資本本位の経済政策を強行する
た軌労働組合を法によ。て規制してゆくという労働政策をおしすすめる撒を示し，そ櫨，の
ち随べるように，鮎資本の醸．？、，Sl化の麗で一層勧的行政蜥行してゆくのであ。た。
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（1）市川・北田編著「国家独占資本主義と日本の産業」28～9頁，】02頁以下参照。渡辺洋三「戦後のB本資
　本主義経済と法」　（講座現代法7巻）ワ0頁以下。
（2）昭和24年の改正で，それ以前の合併に関する認可が事前届出とされ，同時に合併に関する積極的要件が削
　除された。その結果，届出後30日経過すれば合併をおこないうることになった・この改正によって，（1＞当該
　合併による不当な事業能力の較差が生じることとなる場合，（2＞当該合併によって一定の取引分野における競
　争を実質的に制限することとなる場合（「おそれがある」が削除），（3）当該合併が不公正な取引方法によるも
　のである場合には，合併が規制されることになった。
（3）たとえば，木村・古林・佐々木・中村・馬場「現代経営会計講座」1巻73～4頁，南昭二「戦後企業集中
　の発展」　（関西学院大学産業研究所編「企業集中論」）28～9頁参照。
（4）独禁法の側面で指摘するならば，24年改正の主要な点は，国際契約の規制と株式保有の規制を緩和し，外
　国資本が，「技術援助契約，外資導入」を通じて，わが国の企業と結合し，それを支配しやすいようにした
　ことである。この当時の外資導入の実態については，「資料戦後20年史」2巻298～302頁，通商産業省編
　「産業合理化白書」i29～143頁を参照。外資導入の役割については，市川・北田前掲書28～9頁，102頁以
　下参照。
（5）松成義衛「現代日本の金融機構」37～8頁参照。
（6）通商産業省編「商工政策史」12巻373頁，前掲「産業再編成と企業合併」93頁参照。
⑦　公正取引委員会各年度「年次報告」参照。
（8）通商産業省編「産業合理化白書」258頁。
（9）公正取引委員会各年度「年次報告」参照。
⑩　儀我壮一郎「現代日本の国家と独占」184頁。
⑪　中小企業等協同組合法の意義については，山本順一・加藤誠一「中小企業の構造」　（現代日本資本主義体
　系2巻）193～4頁，上林・井上・儀我「現代企業型態論」275頁，前掲「現代経営会計講座」267～9頁。
　木元錦哉「中小企業の団体交渉と団体協約に関する若干の考察一主として中小企業等協同組合法を中心と
　して」（法律論叢40巻2．3号合併号）90頁参照。
⑫　中小企業庁編「中小企業　　現状と諸問題」によれば，24年7月から28年8月20日までの企業組合の設立
　数は1万670であった（304～6頁）。このように，中小企業の集中は，現実にすすめられた。
⑬　磯部喜一「協同組合」182～3頁，なお，中小企業庁編著「改正中小企業等協同組合法逐条解説」120～1
　頁，村橋時郎「協同組合法の研究」21頂以下参照。
⑯　森田寿一・沢田昭次郎「町工場・協同組合」　（経済評論1954年6月）60頁，前掲「中小企業一現状と諸
　問題」によれば，企業組合は比較的小資本で経営される業種，あるいは資本に比して労働ないし役務の占め
　る割合の大きい業種に多くできている（322頁）とその零細性を指摘している。
⑮　この点について，中小企業庁も前掲「中小企業一現状と諸問題」で，「昭和28年8月税務執行上の慣習
　（企業組合の課税上の法人格の否認）を成文化し，これにともなって所得税法に所要の改正を加えられた
　が，法人たるの実を具備しないでその形を利用して，不当に所得税の軽減をはかる組合の発生は，もちろん
　極力防止すべきであるが，せっかく健全化しつつある企業組合まで，これによって圧迫しないようその運営
　を慎重に検討する必要があろう」（323頁）と指摘している。
⑯　たとえば，巨大企業は系列・下請企業を主体とする事業協同組合を通じて，個々の中小企業を一括支配し
　ていくことに典型的にみられる。
第3節　産業合理化時代
　この時期は，20年代後半の企業合理化政策につづいて，30年代前半の技術革新の主導による生産性
向上運動を経て，重化学工業の顕著な発達をもたらし，新しい企業集中の型態としてのコソビナドト
が発生した。そこで，技術革新時代にふさわしい企業集中が，展開するのである。この時期では，独
占資本は，その本能を露骨に示しながら，本格的な展開をみせるようになった。それを法の側面から
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指摘するならば・独占資本は・この時期にみあった法律の制定とか・法解釈を求め・現実にそれを可
鯉こしたことにみられる。以下で・この時期の法の特質を明らかにするために・企業合併をめぐる法
制度をみてみょう。
　この時期に先だつ第2期後半の26年3月頃から，朝鮮動乱ブームが調整過程に入るに伴なって景気
は漸次後退していったが，この時期に制定された「企業合理化促進法」（27年3月14日法5号）以後の企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）業合理化政策，独禁法を実質上弱体化せしめる行政官庁の企業集中政策の新らしい展開，および動乱
　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）後の不況下の新しい型態の企業集中の進行の結果，ついに独禁法自体の根本的再検討が日程に上り，
28年に同法の質的変化を生ぜしめたといわれるほどの大規模な改正がなされ，同時に合併に関する規
　　　　　　　　　　　　　　　（3）定も改正された（28年9月i日法259号）。
　こうして，独占資本の市場支配力が決定的につよめられるに相応して，独禁法制の緩和，後退はい
まや決定的となり，独占資本の市場支配を国家権力が補強する独占助長立法が全面的に展開したので
　④
ある。
　この時期に，国家は独占資本の利潤を側面から保障するために，その資金による特殊会社を設立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5　し，国家の経済生活への介入が本格的になってきたことも看過できない。たとえば，資源開発株式会
社（27年7月31日法183号），日本航空株式会社（28年8月1日法154号），石油資源開発株式会社（30年8月
9日法152号），日本合成ゴム会社（32年6月1日法150号）等々である。これらの会社には，行政機関の認
可によって設立され，合併等の組織変更にも認可権を背景として行政権の介入がみられるのが，特色
である。
　このような合併への国家権力の介入は，30年代の技術革新，高度成長期を迎えるようになると，一
層顕著になり，法律の制定とそれによる介入をたくらみ，っいには法律によらず事実上独占助長がお
　　　　（6）こなわれた。
　この傾向は，33年2月に「自由競争秩序を維持することが「公共の利益」に合致するとの考え方は
狭きに失するのであって，公共の利益という概念は本来生産者，消費者を含めた国民経済全般の利益
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のというより高い見地から判断されるべきである」という考えから，独占禁止法審議会による独禁法改
正の答申がだされ，それに基づく改罎ヵ・同年朋に国会に提案された。とにみられるように，鎌
法の基本理念をゆがめる方法で強められた。
　こうして，国家権力の合併にたいする態度は，積極的になってきたのである。この改正案は，反独
　　　　　　　　　　　　　　　cq　占運動の昂揚によって廃案となったが，答申，独禁法改正案にみられる「合併を助成する」という国
家権力の基本的立場は，公正取引委員会の独禁法運用に影響を与え，独禁法の解釈面における後退が
明ら硫な。て認。
　また，この独禁法改正案にみられた「公共の利益」概念の緩和に先だつ時期に，中小企業等協同組
合法・・虹され（，。年，月，眩21号），蝶齢の設立，合併、．調制度・・採用された・翌は沖小
企業の集中を行政官庁の認可権を背景におしすすめることを意味し，この改正は，将来において独占
資本の合併にたいする国家権力の介入と合併助長の途を開くものであって，極めて意味深いものがあ
一93一
明治大学　社会科学研究所紀要
った。
。の醐の合併件熱つ、、てみると，28年344件，29年325件，3・年338件，31年381件，32年398件，
33年381件，34年413件であり，合併件数の点では，あまり増加はみられないが，合併の動向は・第2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑬期と異なり，30年代前半期に，雪印とクローバー乳業の合併（33年8月），中央繊維と帝国製麻の合
騨（34年，月）にみら摘ように滴度厳期の「大型合併」の柵醒齢・みられるようにな。
た。
　この時期の合併は，産業合理化時代の20年代の後半と技術革新時代の30年代前半とでは，若干の相
違がみられる。まず，20年代の後半では，第1に財閥系企業の集中・再統合による合併，第2に旧大
財閥系以外の大企業・同系の集中・再統合と中小規模企業の吸収合併，第3に大企業の系列化にある
企業の合併がめだってみられる。そして，その特色は，営業を多角化，経費を節減して経営の合理化
を意図するものが大部分であって，貿易商社の合併を別にして，合併自体が生産集中度をたかめ独占
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮的企業の支配力の強化としてみられるべきものは存在しない。公正取引委員会が，企業系列再編成と
の関連で，　「大企業の仲介旋斡によって，その傘下企業の整備統合を行なったものが目立っている。
例えば加工部門，関連専業の一貫化を図るため，あるいは販売機構の拡充整備のため統合を行なわ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　eミせたもので・…一これらのケースは，企業系列再編成の問題と関連して注目に値する」と指摘している
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰が，これはこの時期における巨大企業の合併の少ない理由を示唆するものとして興味深い。
　30年代前半の技術革新期においても，すでに指摘した合併の特色はみられるが，次の点で20年代後
半と異なる。30年代前半では，技術革新を中心とする設備投資は，独占的企業の巨大化を促進する一
方，独占的企業から生ずる膨大な競争的設備投資による過剰生産の結果巨大企業間の競争が激烈化
し，また技術革新による新規産業の発生が技術的関連性を契機として企業集中の新しい型態・コソヒ
ナートを産みだすにいたった。このような巨大企業間の力関係の均衡と競争は，合併を阻む要素を含
み，ま槻実醐止する役割媒たして、、蔑この巨大企業間の力関係の均衡と瀞の激烈化は潮
　　　　　　　　　　ゆ争制限をもたらす自主調整をはかることも困難にするのであった。そこで，独占資本は，力関係の均
衡・競争の激烈化と自主調整の困難さを背景に，独占資本の利益のために，個々の資本の犠牲をかえ
りみず国家権力を動かし，企業合併をはからざるをえない状態におかれるようになった。このような
傾向が，30年代前半から経済開放体制移行期にかけてますます顕著になってくるのである。
　また，30年代前半に，反独占運動がもりあがり，33年の独禁法改正案を廃案とし，31年の百貨店法
にみられるように当該業種における巨大企業の支配力を行政官庁の監督によって規制する法律を制定
させるほどの力を示したことは，その後の企業合併をめぐる法制度に微妙な影響を与えるものであつ
　　　　　⑲たといえよう。
　また，中小企業，労働者は，この時期に，たとえば29年には「完全失業者は戦後の最高に達しtc・
企業整備件数も前年の，倍強，鯉損では1．5晶という深刻な窮乏化をよぎなくされ鼓術翻
主導による生産性向上運動がすすめられる過程でさらに深刻化していった。そこで，労働老は，「不
法な実力の行使の防止について」（29年11月6日労働省発41号），「団結権，団体交渉その他の団体行動に
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関する労働教育行政の指針について」（32年1月14日発労1号）・　「中小企業労働争議の予防及び解決促
進について」（34年10月10日労発139号）等々の通牒が出されるほどの・独占資本本位の政策にたいして
強い抵抗を示した。しかもそれは・34年に中小企業の労働争議に暴力ざたをともなうほど激烈化して
　　　　　　⑳いったのである。
　このような労使間の対立・抗争は，第4章で指摘するように，国家権力の産業再編成を中心とする
産業政策をめぐる抗争に発展し，それに極めて重大な影響を与えるようになってくるわけである。
（1）行政官庁が特別の法令にもとつかず，事実上の指導によって競争制限的効果をもついわゆる産業集中措置
　をとる場合がある。これには，朝鮮動乱終結後の景気後退のときにおこなわれた26年2月の綿紡のいわゆる
　勧告操短をはしりとして，33年6月以降の鉄鋼公開販売制，28年4月以降の買上機関，33年6月以降の在庫
　凍結等の措置があり，特に勧告操短は極めて広範囲におこなわれた。この行政指導による共同行為は，わが
　国の経済におけるカルテル的行為の影響をきわめて大きなものにして，独禁法制の実質的な緩和としての役
　割を果たしてきたのである（行政指導による競争制限的措置の実態については，吉田仁風編「日本のカルテ
　ル」53頁以下参照）。
②　この時期の企業集中として顕著な例は，企業集中の一環として，朝鮮動乱後の不況過程から，企業系列と
　か系列化といった独占資本の中小企業支配の形態が，輸出や特需の減退により大きな打撃を被った繊維産業
　や鉄鋼産業をはしりとして他産業にも波及し，それが独占的企業のいわゆる企業集中による産業支配の傾向
　を生じてきたことである　（企業系列ucついては，藤田敬三「日本産業構造と中小企業」，酒井安隆「企業系
　列と産業構造」，小林義雄編「企業系列の実態」，今井・御園生・宮崎・中村編「現代日本の独占資本」3巻
　を参照）。もとより，企業系列は，資本主義経済のそれぞれの段階において，様々な役割をともなって登場
　してくるから，その型態とか役割は一様でない。藤田・小林論争で明らかにされたように，企業系列には，
　独占資本相互聞における補完・協力的な系列と，中小企業支配としての役割をもつ系列とがある。この系列
　は，この時期の技術革新との関連でどういう意義と役割をもったのかが問題である。すくなくとも，この時
　期では，企業集中の一型態としての中小企業支配のための系列化が，重要であったといえよう。
　　正田彬教授は，28年の独禁法改正の役割にふれ，　「この改正は，企業間の系列化が株式保有をとおして進
　められることに，みちを開いたものということもできる」（「独占禁止法」436頁）と指摘している。なお，
　系列と独禁法との関係については，正田彬「法と経済　　系列・個別的従属関係」（法学セミナ・一・］38号）を
　参照。
（3）28年の「合併に関する改正」の要点は次のとおりである。旧15条1項1号の削除であり，当該合併によっ
　て不当な事業能力の較差が生ずることとなる場合における合併の規制が削除され，不公正な競争方法による
　合併の規制が不公正な取引方法による合併の禁止にあらためられた。その他，手続面の改正も若干おこなわ
　れた。
（4）たとえば，独禁法自体の設ける適用除外規定による場合（合理化カルテル，不況カルテル，再販売価格維
　持契約）と，特別立法による場合とがある。その法制の実態については，前掲「日本のカルテル」27頁以下
　107～1r5頁参照。
（5）渡辺洋三「戦後の日本資本主義経済と法」（講座現代法7巻）】83～5頁，金沢良雄「最近における企業関
　係法の動向」　（法律時報30巻5号）4～5頁参照。
（6）33年改正案にみられる合併助長政策については本節註⑧を，その他の企業集中政策については「日本のカ
　ルテル」30頁参照。
（7）日本経済新聞33年2月5日。
⑧33年の改正案の合併に関する要点は，現行法に違反する合併であっても，当該合併が，生産技術または生
　産方式の改善その他の生産過程における合理化達成のためとくに必要であって，他の方法によって達成困難
　であり，かつそれによって一般消費者・関連事業者の利益を不当に害するおそれがないときに，当該合併を
　認めようとしたことである（資料戦後20年史3巻450～2頁参照）。
（9）正田彬「日本における独占禁止法制の性格」　（山之内先生追悼論文集「今日の法と法学」）144頁，富山康
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　吉「経済法の諸問題」　（新法学講座5巻）159頁参照。
⑩　とりわけ典型的な事例は，「たとえ具体的な判断として，雪印の合併を認むべしという結論が出たとして
　も，これ程露骨に法の解釈を曲げてまでその実現を図るというようなことは，これまで絶えてなかったこと
　であり，まさに『自ら墓穴を堀るに等しい行為』と評されても抗弁の余地はない」　（今村成和「私的独占禁
　止法の研究，H」29頁）と批判された，雪印とクローバーの合併を容認した公正取引委員会の態度である。
　また，公正取引委員会は，勧告操短を不問に付しているが，これも問題のある所であった。
（1D　なお，30年8月25日にだされた，中小企業庁の通達「中小企業等協同組合法の一部を改正する法律の施行
　に伴う組合に対する認可制度の取扱について」　（30企庁3961号）を参照されたい。
⑫　公正取引委員会の各年度「年次報告」を参照。
⑬　公正取引協会「雪印乳業・クローバー乳業両社合併の経緯」参照。
⑭　公正取引協会「中央繊維・帝国製麻両社合併の経緯」を参照。
⑮　公正取引委員会「昭和29年度年次報告」39～40頁。
⑯　前註掲載文献40頁o
⑰　なお御園生等「企業合同」135頁以下，南昭二前掲書38頁参照。
⑱　前掲「産業再編成と企業合併」77頁。
⑲　百貨店法制定の背景と問題点については，国立国会図書館調査立法考査局「中小企業の問題別対策とその
　資料」90～95頁参照、反独占運動の強化とそれが合併をめぐる法律制度に与える影響については，第4章で
　考察する。
¢◎　読売新聞29年10月23日。
⑳　松岡三郎「法律家の眼」】89頁以下参照。
第4節　経済開放体制移行期
　昭和35年の新安保条約につづいて，　「開放経済体制」と「高度成長」政策とがおしすすめられた結
果，昭和32年の経済白書で指摘された「二重構造」は一層顕著になり，しかも，巨大企業保護中心主
義の経済政策はこの格差を拡大したのみならず，37年から40年にかけてのいわゆる「構造的不況」と
　　　　　　　　　　　　　　（Dよぼれる深刻な不況に遭遇した。
　このような経済的状況，および「開放経済体制」への本格的な移行に伴なう国内外市場での競争が
激烈をきわめていった中で，政府は一方では特定産業振興法案を典型とする独占資本の集中を助成’
促進する政策をつぎつぎと打ちだし，他方では，中小企業がある程度整備されるのをまったのち，独
占資本の技術革新による生産設備の近代化，大量生産方式の採用に対応させるために，中小企業の近
代化に関する戦略的な施策をうちだし，中小企業の「自主的努力」を強制した。そして，個々の具体
的政策を一つ一つ積み重ねる過程で，少数の独占的企業の成立を内容とする寡占体制を積極的に確立
するための方向へ歩み，中小企業にたいしては従来の中小企業を保護温存する政策を排除し，独占企
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）業が期待するもっとも効率的な中小企業構造の形成をめざす方向へと重点を移してゆくのである。こ
の政策の動向は，貿易・資本自由化への移行に照応する，国際競争力強化のための経営規模，生産規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）模の拡大とそれを助成する国家の金融・税制上の優遇措置を求める独占資本の要請に対応するもので
あった。
　まず，昭和36年の機械工業振興臨時措置法の改正（36年3月3旧法4ア号）で，合併等の場合の課税の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　④特例（法人税の免除または軽減とか登録税の軽減）が認められたq2条の2）。
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　企業合併における金融上・税制上の優遇措置は，政府の「国際競争力強化法案」とか「特定産業振
興法案」に典型的にみられる。この法案は，自由化に対応するためのわが国企業の国際競争力の強化
のために，特定産業における企業規模の適正化，市場秩序の整備が必要であり，当面の政策上の重点
として，企業合併の促進・投資の調整の促進を国家機関の一定の介入のもとに，税制・金融面による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　c5）助成によって「誘導」してゆこうとするものである。
　この法案の意図は，企業合併を阻害する要因を国家権力によって除去し，新しい段階における企業
集中を「企業規模による利益」の追求という形で独禁法適用除外のもとに促進し，寡占体制への誘導
　　　　　　　　　｛6）をおこなうことにある。この法案がだされた背景として看過できないのは，鉄鋼業の設備投資に関す
る自主調整の難航に典型的に示されるように，自主カルテルの形成ないし維持が私企業間の話合いで
は困難ないし不可能な場合が少なくない点である。また，しばしば指摘されるように，わが国の企業
は，諸外国のそれと比べて，相対的に規模が過少であり，かかる自主カルテルでは企業合併ほど企業
規模の拡大からの利益を獲得しがたいし，国際競争力強化のための抜本的解決方法にならないと考え
　　　　　　　　　　（7）られていたからであった。このように，独占資本（特に支配的資本）は，その利潤確保のために，個別
資本間の対立，不一致を国家権力を通じて是正しようとし，さらに国家権力の特権的付与・物質的援
助をともなう国家権力の介入を，独占資本（特に支配的資本）の利益になる範囲内で，要求してゆくわ
　　　（8）
けである。
かかる独占禁止法の後退・緩和を目的とした制度的変革をはかろうと試みたこの法案は，廃案とな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆって法律として具体化するにはいたらなかったが，その意図されたものが独占資本の要請であるかぎ
り，金融・税制上の優遇措置と独占資本の行為を補完するための国家権力の介入をともなう合併助成
゜促進政策が法律によってあるいは事実上，具体的にすすめられ強化されてゆくのは，自明の理であ
　⑩
つた。
　まず，国家権力は，深刻な構造不況におかれていた海運業を再建するために，「海運業の再建整備
に関する臨時措置法」（38年7月】日法118号）を制定し，金融・税制上の恩典を付与して，海運業の集
中・合併鋤成・促進し匙また，国家勧、，誘取引法敏正し（、。年法，。号），離的不況によ
つて縮小した証券市場を再建し，開放体制期における巨大企業の自己資本を強化するために，大衆資
本の獲i得を目的とする証券市場の拡大を考え，「投資者の保護」を理由として，証券業の免許制と政
令によ磧本金の引上げを強行し証諜の集中をすす謎。
　また，特定産業振興法案にみられた合併にたいする金融面からの助成は，開発銀行の運用によって
具体化されていったのである。それは，産業構造調査会産業金融部会の提言「産業金融のあり方につ
し’て」（37年10月29日）にみられるように「国際競争力がとくに問題となり，かつ競争力強化のために
ほ，早急な産業体制の整備が必要である業種および技術革新．自由化等から早急な転換を迫られてい
る業勘設備麟。ついて瀾発銀行等、。おける講臆働拡充姻勘ための金融であ。て，。
の体制金融は昭和38年度から，醗銀行に創設さ認。
合併にたいする税制上の恩典は，すでに述べたように，特定産業振興法案に先だつ36年に機械工業
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振興臨時措置法12条の2でとりいれられ，さらに中小企業近代化促進法（38年3月3旧法64号）8条
（法人税または登録税の軽減）でも認められた・合併にたいする金融上の恩典は，中小企業近代化資金助
　　　　　　　　　　　　　　　　⑮成法3条1項3号で認められている。こうして，巨大企業が，優秀中小企業を下請，系列化にくみ入
れ，国家権力の援助のもとで，下請・系列化のレベル・アップをおこない，これらの中小企業の規模
拡大にともなう「規模自体から生ずる利益」を吸収しようとするねらいを明らかにしてゆく過程で，
政府は，巨大企業が期待するもっとも効率的な中小企業構造の形成をめざす方向へ重点をうつしてゆ
く政策を強力におしすすめた。そして，この傾向は最近，中小企業団体の組織に関する法律の改正
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑯（42年7月29日法98号）で，協業組合制度が認められたことにみられるように，一層強められた。
　また，公正取引委員会が，たびたび巨大企業の合併を認めることによって，独禁法を事実上骨抜き
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑰にしていたことも，看過できない。このような公正取引委員会の「大型合併」を認める態度のつみ重
ねは，41年M月28日に通産省の発意のもとで，それとの間でとりかわされた文書「産業の構造改善の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑲推進に関する独占禁止法の運用について」（41企4484号）の中で，確認された。このことによって，独
禁法の合併規制は，合併の阻害要因とならないということが，明らかにされたのである。
　こうした，経済的・政治的背景のもとで，この時期の合併は，35年440件，36年591件，37年715件，
38年997件，39年864件，40年894件と増加し，合併後の資本金がlOO億円以上の大型合併も35年1件，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳36年2件，37年3件，38年12件，39年9件，40年3件と漸次増加したのである。この時期の合併に関
する特色は，（1）すでにみたように，企業合併の数が大幅に増加したこと，（2）三菱三重工，海運集約化
による合併，日産とプリンスの合併，東洋紡と呉羽紡の合併をはじめとしていままでにみられなかっ
た大型合併があいついでいること，（3）国家権力の直接・間接の広範なる介入がみられるようになった
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳こと，（4）労働組合が，合併に反対してストライキをおこなう例もみられたこと，等々である。こうし
て三菱三重工の合併に典型的にみられるように，旧財閥関係企業の再編成ないしコンツェルソ化，そ
れに対抗する他の系列企業の集中強化をつうじ，35年以降，巨大企業の合同・市場支配力の強化は飛
躍的となったのである。
　（1）たとえば，岩尾裕純「資本主義の全般的危機と中小企業問題」　（季刊経済1965年6月号）9頁，金沢良雄
　　　「倒産と経済法」（ジュリスト316号）参照。
　（2）たとえば，渡辺睦「中小企業近代化政策への一批判」　（季刊経済1965年6月号）18頁，儀我壮一郎「現代
　　　日本の国家と独占」37頁。
　（3）たとえば，経済同友会昭和32年度全国大会「政府と企業との関係（中間報告）」　（32年12月6日），経団連
　　　「当面の資本蓄積促進策に関する意見」（37年7月24日）とからも，うかがえる。なお，本節註（8）を参照さ
　　れたい。
　（4）機械工業振興臨時措置法は，31年に制定されたが，この法律は一定の振興計画に基づき老朽陳腐化した生一
　　産設備を更新するとともに過剰設備を処理し，特に必要がある場合には主務大臣の指示による合理化カノレア
　　　ルを認める等を内容とした。この法律は，政府が定めた特定の産業計画実施のため，共同行為が主務大臣の
　　指示によって行なわれるもめであり，「国の産業計画遂行のため事業者の協調組織を利用する産業統制的色
　　彩がつよいこと」　（前掲「日本のカルテル」30頁）を特色としている。また，35年7月30日の総合政策研究
　　会「産業構造政策への提言」の「小規模の企業が群生する現状では，大量生産方式の確立にも限界がある・
　　工作機械工業一…・をはじめとして，適正規模を前提とする企業の合併統合を税制その他の面から強力に推進
　　　する」（資料戦後20年史2巻，’　255頁による）という考えから，36年に機械工業臨時措置法の改正がなさ2’tr
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合併等の課税の特例を認めた。同法で認められた課税の軽減の例は，37年1件，38年i件・39年2件・40年
　不明，4］年1件であった（各年度中小企業白書による）。
（5）特定産業振興法案については，資料戦後20年史3巻617～9頁，「産業体制の再編成」　（日本経済の現状と
　課題，第4集）所収の各論文を参照。
（6）南昭二「独占禁⊥E法の改正」　（関西学院大学産業研究所編「企業集中論」）336頁。
く7）野口祐「現代企業集中論」］62～4頁参照。
〈8）独占資本は，その利潤を確保，強化するために，「企業集中の諸形態による反作用の限界を，国家の運用
　によって補おう」　（野口前掲書164頁）としたり，あるいは「特権の付与・物質的援助をともなう官僚の介
　入」（儀我壮一郎「現HI　H本の国家と独占」14頂）を求めたりするけれども，決して，権力的な官僚統制を
　望んでいるわけではない。たとえば，経団連は，「独禁法改正への経済界の現段階での論議の中核は，官庁
　統制カルテルから自主調整カルテルへの移行の要望であり」　（経団連事務局「独禁法改正の経過と問題点」
　経団連月報1963年5号，54頁）とか，「企業の経営基盤を強化するために……・・政府においても，この際緊急
　に企業減税等の措置を講ぜられたい。一一政府も自由企業の特質を十分に理解し，極力干渉を避けると同時
　に，過当競争に陥ることのないよう，市場秩序の形成に努めるべきである。これがためには，民間側で自主
　的に調整できるよう，この際，私的独占禁止法を改正する必要がある」　（経団連：開放体制下の所信一第
　25回定時総会決議39年5月13日，資料戦後20年史2巻379頁による）という主張からもうかがえる。
〈9）その理由については，正田彬「独占禁止法」45頁参照。
OO　特振法案における企業集中にたいする制限規定の除去と政府の物質的援助という基本内容については，独
　占資本および政府各省，公正取引委員会を通じて，実質的な面で一致して賛成していた。これらの関係者の
　主要な意見対立は，統制の主体，権限の内容，統制の対象と範囲，手段，程度に関するものであった。した
　がって，特振法案における基本的内容のもつ独占擁護は，具体的にすすめられる運命にあったわけである。
⑪　たとえば，大阪商船株式会社と三井船舶，日本郵船と三菱海運，川崎汽船と飯野海運，日東商船と大同海
　運，日本油槽船と日産汽船，山下汽船と新日本汽船との合併等々があるQこれらの合併は，海運業の再編成
　をおこなうため，海運業の再建整備に関する臨時措置法ならびに外航船舶建造融資利子補給及び損失補償
　法，日本開発銀行に関する船舶建造融資利子補給臨時措置法の一部を改正する法律等々に基づいて，39年4
　月1日，それぞれおこなわれたものであって，これらの合併は，政府の協力のもとに市中金融機関あるい
　は，日本開発銀行の融資利子の猶予等によりわが国海運業の再建を企図しているところに特色がある（公正
　取引委員会「昭和39年度年次報告」参照）。なお，市川・北田「国家独占資本主義と日本の産業」284頁以下
　参照。
⑫　保険・金融業の合併件数は，39年度までは年間約10件程度であったが，40年には25件と急増した（公正取
　引委員会「昭和40年度年次報告」39頁）。それは，政府が証券業者の最低資本金を2，000万円に引上げることを
　定めた（証取法施行令3条）ために，証券業老は40年12月末日までに資本金を最低2，000万円にしなければ
　ならなくなり，単独でそれができないときは廃業か，他社との合併の二者択一をとらざるをえなくなったか
　らである。なお，証券業の免許制については，石塚一正「改正証券取引法要論」129頁以下参照。
⑱　資料戦後20年史2巻400頁による。
⑭　たとえば，朝日新聞は，「通産省は，38年度の自動車向け体制金融20億円をトヨタ・日野両社に融資する
　方針を固めた」と報道している（39年1月28日）。ちなみに，政府は，体制金融として40年度50億円・41年
　度75億円というように特別融資わくを設けている。なお，儀我壮一郎「現代日本の国家と独占」47～8頁，
　150頁を参照。同友会の「資本自由化と金融の構え」（朝日42年5月26日による）によれば，同友会は，金融
　機関に対する政府の保護・介入を再検討し，適正な競争が行なわれるようにすることを主張する一方，産業
　再編成のため政府資金を導入しようという「体制金融」「政策金融」論は官僚統制に通ずるとして，退けて
　いるようである。
⑬　しかし，その金額は，39年1件1，000万円，40年9件i億3，1eo万円で体制金融と比して極めて少ない
　　（中小企業白書41年度432頁にょる）。なお，中小企業近代化促進法のもつ意義と役割については，中山金治
　「現段階の企業倒産の諸特徴一中小企業『近代化』政策の帰結」（経済評論汐66年］O月臨時増刊号）67頁，
　志村誠「政府の零細企業政策批判」（経済26号），渡辺睦前掲書を参照。
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⑯　この点については，木元錦哉「中小企業の団体交渉と団体協約に関する若干の考察」　（法律論叢40巻2，3
　合併号）105～6頁で若干考察したから，それを参照されたい。なお，加藤・三潴「日本の中小企業」169～
　176fiを参照Q
㈲　企業の合併（独禁法15条）または営業護受等（16条）が，市場支配をもたらすということで違法とされた
　のは，25年の東宝・スパル事件（東宝く株〉に関する件の審決請求上告事件昭29．5．25最高判，公取昭25年g
　月29H審決）が1件あるにすぎない。なお，伊従・土原「独占禁止法における合併基準」（商事法務281号）
　参照。
⑯　公正取引協会「公正取引資料」15号。
⑲　この点の批判については，今村成和「公正取引委員会論」　（法律時報39巻6号）9頁，同「寡占形成政策
　の推進と独禁法体制の試練」　（経営法学ジャーナル，季刊｝号）29頁以下参照。
⑳　公正取引委員会各年度年次報告参照。
⑳　高度成長期における企業合併と産業再編成下のそれとの相違は，すでに多くの研究老から指摘されてい
　る。たとえば，日本労働法学会誌第29号の「企業合同と労使関係」所収の各論文特に，峯村・富山・丹宗各
　教授による論文を参照。なお，戸木田嘉久「現段階におけるr合理化』の特質」　（社会政策学会年報，徽4
　集）19頁参照。
第3章国家権力と合併をめぐる
　　　　　法律制度とその役割
　第2章では，戦後のわが国の資本主義経済，企業合併，そして法律制度との相互関係について歴史
的な考察を試みた。そこで，独占資本は，再編・強化・本格的な展開をみせる歴史的な過程で，その
利潤追求と企業集中をおしすすめるために，国家権力を支配従属化し，その機構と権限を広範に利用
するようになってきた過程を明らかにした。しかるに，今日では，国家は，独占資本の意思をうけ
て，独禁法秩序を根底から否定するかのように，独占資本中心の産業再編成政策をおしすすめ，金融
・税制上の具体的な保護を付与して，企業合併を助長している。
　もとより，現行経済法秩序は，現実の役割はともかくとして，国家権力の合併にたいする介入の型
態は，独占資本の経済的な支配的地位から生ずる弊害を予防または除去するために，その合併を監視
する一方，経済的弱者たる中小企業の経済的地位の向上をはかるために，その合同・合併を促進する
仕組みを建前としている。原始独禁法秩序のもとでは，法律上の建前として，独占資本の経済的な麦
配的地位から生ずる弊害を予防，規制し，経済的弱者たる中小企業，消費者の生存権的基本権を尊重
するというこの基本的立場が，貫ぬかれていた。しかし，戦後の国家独占資本主義が本格的な展開を
みせた現代では，一方において，緩和した形ではあるけれども，形式的には少なくとも独禁法の基
本的立場を維持しながら，他方では経済的弱者たる中小企業，消費者の生存権的基本権を否定するか
の如き市場支配力をもつ巨大企業の合併を容認し，あるいはそれに税制上，金融上の恩典を与えて積
極的に助長するようになった。こうして，合併に関する経済法制は，合併規制立法と合併助長立法と
いう，正面から対立する二つの法制に分裂するにいたって，合併にたいする国家の態度は，初期の独
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）禁法秩序とは明らかに変質したのである。
　この現代における国家権力の合併にたいする態度とこの法制度を，どう理解すればよいか。本章で
は，この点を明確にするために，現代の国家権力の合併にたいする態度を整理し，その本質をみきわ
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めるために，国家権力と合併をめぐる法律制度とその役割についての検討をおこなうものである。
　現行法における企業合併に関する法律制度は，第1に，市民法体系における典型的な会社法上の合
併制度を軸とし・第2に・国家権力が・その許認可権や届出を求めることなどを背景として，企業合
伽こ介入し・さらにある場合には一定の要件（たとえば，機械工業振興臨時措置法12条の2，海運業の再建
整瀞こ関する臨時措置法5条1項，6条1項，16条を参照）のもとで，税制上，金融上の恩典を付与し，合
併を助長することを法律制度上容認するために，会社法とは別の体系に属する特別諸立法を制定す
｛2　
る，という建前をとっている。
　国家権力が，許認可権等を背景に企業合併に介入するのは法の目的から分類すると，次の理由から
である。それは，（1）独占資本の経済的地位とそれにともなう市場麦配力に着眼して，その弊害を予
防，規制することによって，経済的弱者たる中小企業，消費者（主として労働者・農民）を間接的に保
護することを目的として企業合併に介入する場合，（2）当該業種の特殊性と公共性に鑑みて，企業合併
に介入する場合，（3）経済的弱者たる中小企業の経済的地位の向上を図るために，中小企業の合同，合
併を助長するために介入する場合，（4）企業の合理化あるいは国際競争力を強化するために，企業合併
に介入する場合，とに一応分けることができる。
　その多く（第1，第2，第3の型態に属する場合）は，企業の合併について，所轄行政官庁の認可が，
合併の効力発生要件とされている。第1の型態に属するものには，百貨店業がある（百貨店法7条2項）。
独禁法の合併規制は，現行法では屈出制をとっているが，理念上この系統に属する。第2の型態に
は，いわゆる公企業がはいる。これには，公益企業（いわゆる特許企業）と一定の国家政策をすすめる
　　　　　　　　　　　　　　　　（3）ために設立される特殊な企業とがある。第3の例としては，特殊な合同型態である企業組合制度（中
小企業等協同組合法9条の】O）と，企業組合の合併（同法63条3項）がある。第4の型態に属するものと
しては，特定機械工業（特定機械工業臨時措置法12条の2第｝項，同条第2項），海運業（海運業の再建整備
に関する臨時措置法5条1項，6条噸，16条）がある。中小企業近代化促進法，中小企業近代化資金等助
成齢，第3，第4の型態に属するといえ謬。
第4の型態にみられる顕著な特色は，他の三つの型態と異なり，国家の経済政策に合致する特定企
業の合併にたいして，行政官庁の「承認」を媒介として，税制上・金融上の恩典を付与することにみ
られる。国家権力は，この税制上・金融上の恩典を特定企業に与えることによって，特定企業の合併
を助長しようとするものであって，いわゆる独占助長立法の範疇に入るものである。その典型的な事
例が，特定産業振興法案であり，通産省が明らかにした「産業再編成」政策の具体的表現である「国
際競争力強化法案」勲は「蘇騙成腿法Pk’」である。
　このように，国家の法律上にみられる合併にたいする態度は，第1の型態に属する場合には，合併
を規制することを主要な目的としている。第2と第3の型態に属する企業には，企業の規模による利
益を制度的に購すると同時に，一定の目的からそれに賠を臓てゆ。う・す・ものであ96）。第・
の型態においては，国家が，種々の恩典を積極的に与え，企業合同・合併を助成し，そして国家権力
を背景に，産業政策あるいは経済政策の観点から，特定企業の合併という企業活動に介入することを
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　　　　　　　　　　（7｝主要な目的とされている。そこには，合併を制限抑制する意味の「規制」を中心とする監督作用はみ
られないし，その意味の監督作用は法の対象とされないわけである。
　かくして，法律にもとつく国家権力の合併にたいする介入の構えは，以上にみてきたように様々で
あるが，大別すると，一方において企業合併を規制し，他方において合併を積極的に助長するという
方法をとっているといえよう。しかしながら，第2章で具体的に考察したところから明らかのよう
に，戦後の独占資本が本格的に再建されその支配体制が確立されたときに，独禁法の合併「規制」が
大幅に緩和され，また法の運用面においても事実上その規制がおこなわれなくなった，現実の法とそ
の役割とに鑑みて，今日においては，もはや合併を規制するための国家の介入は，期待できないよう
　　　　（8）に思われる。こうして，独禁法の合併規制は，現実に機能することなく，単に法律上の「存在」にす
ぎなくなっているのである。また，第2・第3の型態にみられる国家の合併規制は，本来の規制の目
的である消費者とか中小企業の生存権的基本権の保護のためにかかる企業合併に介入するのではな
く，現実ではむしろ独占資本の利益になるときに，あるいはそのマイナスにならない範囲内でおこな
　　　　　　　　　（9）われているようである。そうだとすれば第2・第3の型態における「保護」と「監督による規制」と
は，独占資本が国家権力を利用して，中小企業を一括支配するために，あるいは中小企業を整理する
ために，その手段として現実に機能していると評価できよう。また，それは，行政官庁の法の運用の
在り方によって，現実にそれを強化ならしめるのである。
　故に，現代の合併をめぐる法律制度は，開放経済体制に極めてふさわしい姿をみせ，独占資本の支
配力を強化ならしめるための手段として機能しているのであって，その具体的なあらわれかたが，あ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩る場合には企業合併を助成し，ある場合にはそれを規制するかのちがいにすぎない。このようにみて
くるならぽ，現在の合併法制度は，第4の型態が現代独占資本主義立法の典型的な表現としてみら
れ，あるいはこれが現在の経済政策的立法の主要な地位を占めているとみられるように，独占資本の
支配的イデ1“　Pギーの反映として，国家の合併助長を容認するための体系を形成しているようであ
る。合併規制立法の存在自体は，反独占運動が充分に発展しえない段階においては，国民の抵抗の眼
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　aDをそらすのみならず，その任務を忘却することによって結果的に独占資本に奉仕するのであった・か
くして，現在における二つの併存は，経済憲法たる独禁法の本来の機能を果たすことなく独占資本に
奉仕している点で一致するわけである。
　このほかに，企業合併を促進する役割をもつ法律としては，次のものがある。第1に，法による合
併の助成は，40年の証券取引法の改正とそれにもとつく政令にみられるように，免許制と資本金を引
上げる。とによ。てお。なわれる場合もあ薯．第，、，。，樋的給併の勧告を定めたものもみうけら
れる（陸上交通事業調整法2条2項参照）が，現在では戦時統制下と異なり極めて例外的である。
　このように，行政官庁は，その許認可権，承認権，勧告等の広範な権限を背景に，ある場合には積
極的にその権限を行使し，ある場合には意識的に行使しないことによって，またある場合には厳格な
要件を課することによって，結果的には独占資本の利益をもたらすような企業合併を現実に助長して
　　　　　　⑬ゆくわけである。
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　このような法を根拠とする合併にたいする直接または聞接，あるいは積極的または消極的な介入の
　　　　　　　　　　　　　⑭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑮
ほかに，行政官庁の行政指導という形によるとか，あるいは非公式的な斡旋・仲介という方法で，ま
た国家資金の企業合併にたいする直接の投入，あるいは国家資金の民間への投入という非権力的な手
段を通じて，企業合併が助長されることも，軽視できない。
（1）独禁法制が，すでに第2章で検討したように，初期の目的から明らかに変質したのは28年の改正からであ
　る。国家権力の独禁法制への攻撃は，まずカルテル行為を助長することからはじまった。また，国家権力
　は，技術革新を経て開放経済体制期へ移行する過程で，国際競争力の強化を至上命令として，　「規模自体か
　ら生ずる利益」を迫求するために，合併助長政策をおしすすめていった。こうして，36年の機械工業振興臨
　時措置法の改正でみられたように，税制上の恩典等の特典を付与しながら，寡占体制確立を志向して，一層
　積極的になってくる。この過程は，第2章で具体的に考察したところである。なお，経済法制の分裂につい
　ては，富山康吉「経済法の諸問題」　（新法学講座5巻），同「現代資本主義と独禁法の課題」　（公正取引172
　号）7頁参照。
（2）独占助長立法の性格をどのように把えるかは，経済法の本質と関連して，極めて困難な課題である。この
　点の詳細にわたる検討は，別の機会におこなった方が，適切と思われるので，それに譲りたい。
　　この点の論争については，今村成和「経済法と行政法の交錯」（法学セミナー一】31号）2頁及び7頁参照。
（3）この分類は，山田幸男「公企業法」】12頁，1】4頁にしたがう。なお，原田尚彦「特許企業の意義」　（ジュ
　リスト300号），今村成和「公企業及び公企業の特許」（行政法講座6巻），厚谷裏児「行政措置による競争制
　限」　（法律時報39巻6号）を参照。
（4）中小企業近代化促進法，中小企業近代化資金助成法が，中小企業の生存権的基本権を保障するための法律
　とみられるかどうかについては，その制定された背景とその役割から慎重に検討しなければならない。第2
　章第4節でみてきたように，これらの法律は「巨大企業が期待するもっとも効率的な中小企業構造の形成」
　をはかるために，制定されたとみられるから，中小企業の生存権的基本権を保障するというよりは，中小企
　業の合理化の推進に主要な力点を置いているように思われる。
（5）41年にいたって，通産省は新産業体制あるいは新産業秩序づくりという用語に代わる，「産業再編成」政
　策を明らかにしている。すなわち，資本取引き，特に直接投資の規制緩和を控えてわが国産業界の国際競争
　力を一一一一一段と強めるため，通産省は各業種ごとに中小企業ぐるみの長期構造改善計画を作り，これに基づいて
　税制，金融面で強力な産業再編成促進策を打ち出すことになった。新聞報道によれば，　「合併や置き替え投
　資，共同投資，技術開発投資に対する減税措置を大幅に拡充する一方，金融面では業種全体の再編成を促す
　ため開銀に，①合併企業に対する設備運転資金，⑦新技術の研究開発資金，③共同投資，置き替え投資など
　合理化資金，近代化資金，④転換産業に対する時限的補助金一などの資金を特別低利で供給する体制整備
　基金を別ワクで薪設する。これに伴って中小企業も近代化，転換が必要となるので，中小企業金融公庫に開
　銀と同様の別ワクで基金を設けるが，中小企業近代化促進事業団を設ける。一・…このような特別税制，体制
　整備基金，近代化促進事業団の融資対象を国際競争力強化が必要な業種にしぼっていくための裏付けとし
　て，主務大臣が必要と認めた場合にだけ，税制・金融上の特典が受けられるように，『国際競争力強化法案』
　（または産業再編成促進法案）を制定する」　（日本経済新聞41年6月26日）ようである。政府は，この法案
　が特振法案と異なり政府の介入よりも業界の側面援助的色彩が強いことを強調している・
　　最近，中小企業振興事業団法が，この産業再編成政策の一環として制定されたが，これは巨大企業の期待
　する効率的な中小企業構造の形成を目的とするものであって，しかも中小企業の切り捨て政策の側面をも有
　する意味で，注目すべぎである（中小企業振興事業団については，「発足する振興事業団」中小企業ジャー
　ナル1967年9月号55～7頁参照）。なお産業再編成政策の批判については山屋健一「『産業再編成』論の反動
　的本質」　（経済ig66年7月号）187頁以下参照。
（6）たとえば，今村成和「公企業及び公企業の特許」　（行政法講座6巻）180頁以下・
（7）前掲「日本のカ，レテル」3碩参照。
（8）たとえば，丹宗昭信「独占禁止法の機能と限界」　（法律時報39巻6号）23頁以下参照。
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（9）たとえば，30年の中小企業等協同組合法の改正による企業組合の認可制度の採用，通達による介入などは
　この典型的な例である（第2章第3節参照）。
⑩　丹宗前掲「独占禁止法の機能と限界」25～6頁参照。
（11）合併規制立法というよりは広く，独禁法とか特別立法による消費者保護・中小企業保護立法が，場合にょ
　っては，国民の抵抗の眼をそらし，反独占運動の成長を阻む要素となることも否定できない。
⑫　第2章第4節本文と註⑫を参照。
⑬　公正取引委員会が，「業種別では例年と変った傾向はないが一一特に酒造業，運輸業にあっては当該事業
　に関する法律上の規制が行なわれているため，合併・営業譲受等によって事業を拡大するものが目立ってい
　る」（昭和38年度公正取引委員会年次報告26頁）と指摘しているように，国家権力の認可権の存在そのもの
　が，企業合併を促進させるようである。
⑭　行政指導については，今村成和「経済法と行政法の交錯」（法学セミナーi3陽）5頁以下，成田頼明「行
　政指導」（現代法講座4巻）131頁以下，厚谷前掲書45頁以下，塩野宏「行政指導」　（行政法講座6巻）13頁
　以下参照。
⑮　運輸省は，造船法上の設備新設の許認可権を背景に，これまで造船各社の設備拡張，新設の認可に際して
　ことあるごとに，親会社と子会社の提携強化，あるいは合併などの再編成を進めるよう強く指導してきた
　が，石川島播磨と呉造船の合併（42年9月12日調印）の裏にも，運輸省の強い働ぎかけがあったようである
　（くわしくは，日経42年9月28日参照）。日産とプリンスの合併においても，通産省の異常なほどの強力な斡
　旋・支援がみられたのである（中村・杉岡・竹中「日本産業と寡占体制」158頁）。このような行政官庁の法
　によらない介入は，極めて広範にみられるようになった。
第4章企業合併を阻害する要素の実態分析とこれ
　　　　　にたいする国家権力の動向一結びに代えて
　第2章・第3章での考察で明らかのように，戦後のわが国の独占資本主義の発展に相応して，国家
権力の企業合併にたいする介入が極めて広範囲にわたってきた。国家権力の企業合併への介入の型態
は種々様々であり，法にもとついてあるいは法によらない事実行為によっておこなわれている。現代
においては，国家権力は，独占資本の意思をうけて，金融上・税制上の優遇措置による恩典を付与し
て，企業合併を助成するようになったのである。この企業合併の助長は，国家の産業政策とあいまつ
て，独占資本を中心に，まだは独占資本の期待するわずかばかりの優秀中小企業にたいしておこなわ
れる場合が多く，それ以外の中小企業にたいしては極めて冷淡な態度が示され，放任されたままにお
かれていた。それのみならず，国家権力は，経済的弱老たる中小企業・消費者の生存権的基本権を保
障する目的をもつ独禁法の緩和をおこない，さらに法の運用を意識的にサボタージュすることによつ
て，独占資本の合併，カルテルあるいは企業集中の一つの型態とみられる系列化を補完してきたので
ある。このように戦後の独占資本主義の復活・再編・展開過程で示された国家権力の態度は独占資本
本位のものであり，中小企業・消費者の利益をかえりみなかったといえよう。
　かくして，国家権力が，国際競争力の強化を至上命令として，中小企業・消費老の犠牲の上に，独
占資本の増殖作用としての企業合併を助長する傾向を，いままで以上に強めていくことは，十分予想
できる。もとより，労働組合を中心とする独禁法を支える力も十二分に成長してくることも考えられ
る。それが独占資本とするどい対立を示し，企業合理化をともなう産業再編成に反対するようになる
と，国家権力にとっては，とうてい無視できないようになってくる。
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　そこで，本章では，企業合併の阻害要因の実態分析とそれにたいする国家権力の動向について若干
の考察をする。
　企業合併を阻害する要因としては，種々考えられるが，とりわけ重要なものは労働組合を含めた労
働問題に関してである。通産省企業局の調査によれば，労働法に関係する合併障害は，全合併障害の
　　　　　　　　　　　　　　　　（1）45，6パーセントを占めているようであるが，このように産業再編成のための企業合併が，労働問題と
いかに鋭い対抗関係にたたざるをえないかが知られよう。こうした企業合併と労働問題との鋭い対抗
関係は，兼松と江商の合併，東洋紡と呉羽紡との合併にみられるように労働組合の反対で合併交渉が
難航し，あるいは鐘紡と東邦レーヨンの例では合併が中止になるほど，顕在化するようになった。
企業合併は，合理化のためにおこなわれ，それは労働老にたいする過酷なしわよせをともなうのが
　　　　く2　
通常である。すなわち，第1に余剰人員の解雇，第2に職場上の地位の格下げ，第3に配置転換，第
4に労働条件の悪化等々が，合併の交渉の段階で，あるいは合併後におこなわれることが十二分に予
想されるときには，労働組合の抵抗が考えられ，合併を阻害する要因になるわけである。また，日産
　　　　　　（3）・プリンスの合併にみられたように，合併の際，二っ以上の企業別組合が，それぞれ異なった上部団
体に属する場合には，合併後の組合の在り方をめぐっての紛争が生じ，合併を難航させる原因にもな
る。そのほか，合併に関する協議約款または同意約款が存在した場合には，それをめぐって紛争が生
ずることも考えられる。
　このような労働組合の態度のほかに，合併を阻害する労働問題は，終身雇用制，年功序列賃金体
系，企業別労働組合等に基づく賃金水準及び給与体系の相違であ碧。
　このように，労働問題が，企業合併と鋭い対立関係をしめし，それを阻害する重要な要素となって
くると，独占資本は，国家権力にそれに対処するための政策とか，法律とかを，合併を円滑にする必
須の条件として，要請せざるをえないようになる。
　そこで，独占資本は，総資本の名において労働組合対策を国家権力に要請し，少なくとも独占資本
のすすめる産業再編成政策に反対しない労働組合の育成を企図するわけである。最近，労働省の諮問
麟である労使関係法研究会の報舗が発表さ調諒た腱省．労鵬の「資本舳イ塒代にふさわ
し畦期務対策鹸討するための定期i臓会澱置するとい購想」醗表され逡のは，まさ融
占資本のかかる意思の反映のように思われる。かくして，報告書は，経済主義的トレイド．ユニオニ
ズムを基調とする「おとなしい」労働組合の育成と法による介入をうちだし，政治ストの否定・合併
に関する賭約款・騰約款の灘B。おけ礁意羅を強乱たのである．また，労鵬．麗省
の構想は，産業構造審議会に労働代表の参加を求め，産業再編成と労組との関係を円滑にする対策を
検討しようとするものである。この構想は，強い言葉でいうならぽ，産業構造審議会に独占資本の期
待する「おとなしい労働組合」の代表を参加させることによって，ボス交渉を通じ労働者を一括支配
する可能性を，予想させるほどのものである。
　合併を阻害する「終身雇用制，年功序列賃金体系，企業別労働組合等に基づく賃金水準及び給与体
系の相違」を除去または是正するために，労働力流動化政策をとるようになった。もちろん，労働力
一105一
明治大学　社会科学研究所紀要
流動化政策は，若手労働力の不足に対処する意味もあるけれども，産業再編成政策をおしすすめるた
めの労働力統制との関連も看過でぎないように思われる。その例は，雇用対策法（昭和41年7月21日法
律132号）とかそれを可能ならしめる技術革新によるコンピューダリti’・一一ションにみられる。
　独占資本間における合併の阻害要因は，巨大企業聞の力関係の均衡とそれを背景とする競争の激烈
化にみられる。この巨大企業間の力関係の均衡と競争は，すでに第2章で考察したように財閥解体，
部分的な巨大企業の解体とその後の「系列機会均等主義」という金融政策の在り方によって助長され
てきたが，このような「総花的」な日銀の資金供給方式を頂点とする各コンツェルン銀行の系列別融
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（8　資は，ますますこの競争を激烈化させているから，取引先銀行を異にする系列をとびこえた企業間の
合併を困難にさせる要因となっている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑩　中小企業にみられる合併の阻害要因は，経営者の消極的な態度または非近代化意識とか，企業自体
の非生産性とか，中小企業労働者の賃金格差とか，労働力の劣悪とかにみられる。国家権力は，中小
企業の近代化政策をおしすすめ，若手労働力の育成をはかることによって，その環境整備を強行して
ゆくのである。
　かくして，国家権力は，国際競争力の強化を至上命令として，「規模自体」の利益を追求するため
に，産業再編成を強行してゆく過程で，産業再編成を妨害する要因を除去し，それをおしすすめやす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑪い環境を整備してゆくわけである。このようにみてくるならば，国家権力は独占資本の要請をうけて
第3章にみてきた合併にたいする介入以上に，独占資本を擁護するためにそれを強化してゆくであろ
　⑫うし，しかも企業合併を中心とする産業再編成を外から支えるためにあらゆる角度からすべての領域
にわたって介入してゆくことも，予想される。
　この国家権力の動向は，独禁法制の形骸化を強めながら，一層はげしくなっていくことも考えられ
る。そこで，独禁法制を支える労働組合の組織力の強化が，望まれる。また，中小企業の自主的な組
織化が要請されるのである。このなうな労働組合の組織力の強化とか中小企業の自覚とがなければ，
独占資本の経済力の濫用を阻止できないし，独禁法制を支えることは，不可能であるといえよう・
　（1）通産省企業局編「企業合併の効果と問題点」3頂。
　（2）宮島尚史「企業合併における労働法上の諸問題」（日本労働法学会誌29号）22頁，前川・樽美「合理化政
　　策と資本の労働組合政策」　（社会政策学年報i4集）を参照。
　（3）山下芳男「日産・プリンスの合併＝たたかいの経過とその問題点」（労働法律旬報596号），座談会（野村
　　　・沼田・松岡・東城）　「日産・プリンスの合併と労働者の権利，組織問題」　（労働法律旬報599号）参照。
　（4）前掲「企業合併の効果と問題点」3頂。
　（5）労使関係法研究会報告書「労便関係法運用の実情及び問題点」。
　（6）日本経済新聞昭和42年2月7日朝刊。
　〈7）前掲，労使関係法研究会報告書2巻322頁o
　（8）大阪市立大学経済研究所「産業再編成と企業合併」103頁，宮崎義一「戦後日本の経済機構」57頁以下参
　　照。
　〈9）東京商工会議所「中小企業における合同合併の実態」ll頁，牧野朝彦「中小企業者の意識と行動」（中小
　　企業ジャーナル1967年9月号）89頁，なお，野元竹重「企業合併の傾向」　（公正取引164号）6頁参照。
　⑩　東京商工会議所「小売商業の発展と経営者意識」8～9頁，高瀬壮太郎編「民主統制と会社経営」ig9頁
　　参照。
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⑪　最近のものでは，財界の調査機関である日本経済調査協議会「産業再編成」の提言（毎日新聞42年6月30
　日）とか，田実全国銀行協会連合会会長（三菱銀行頭取）の「大銀行の合併を進めよ」の意見（朝日新聞42’
　年7月5日）とかを参照。
⑫　たとえば，金融制度調査会の第1次試案にみられる如く，「異種間金融機関の間で業務提携や合併，転換
　などができるように，法律上その道を開く必要がある」とか（日経42年8月15日），通産省が「体制整備の
　目標の設定と実現への具体策，機械工業の最適企業規模」などを打ち出し，　「設備近代化融資，合併，共同
　出資の際の税制上の不利益を排除する現行の誘導措置を拡大するほか，共同事業持ち株会社に対する設備お
　よび運転資金融資を行なう」とし，さらに，「臨時措置法を改正し，より有効な促進手段を法的に定めるこ
　とを検討する」ことを明らかにした（日経42年9月22日）。
　　かくして，最近の国家権力は，資本自由化という危機を訴え，企業を巨大化してゆく政策を前面にうちだ
　し，まず国際競争力に勝てるような寡占体制を確立し，その後に寡占または独占によって弊害が生じたとき
　にそれを規制しようとするものであって，労働者，中小企業への責任転稼を強いることによって，あるいば
それらの犠牲によって，産業政策をおしすすめる態度を露骨に示したのである。最近の企業合併の昂揚も，
　この国家権力の態度を度外視して考えることはできない。
　　ここに，戦後の国家独占資本主義経済の本質が，あらわになってぎたのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（昭和42年9月30日脱稿）
The　Part　of　the　State　and　Law　to
Merger　of　Enterprises
Kin－ya　Kimoto
　Recently　in　Japan　industrial　reorganization　has　been　urged　to　meet　the　trends　to　liberalize　capitals．　As
means　of　the　Japanese　industries，　there　are　various　types　of　amalgamation，　including　corporate　merger．
　The　state　has　participated　in　the　economic　Iife，　especially　in皿erger　of　enterprises・The　state　has　given
solne　services　to　enterprises　for　the　promotion　of　the　merger．　For　example，　the　state　has　subsidized　and
exempted　from　taxation　on　corporate　merger．
　Thus，　I　attempt　in　this　artic！e亡o　make　clear亡he　parむof　the　state　in　merger　of　enterprises．　Here　I
focuses　upon　the　part　of　the　state三n　merger　of　enterprises　after　the　war．
　工hQpe　this　article．ill　serve　as　a　good　reference　for　understanding　the　theory　and　working　of　the　inter－
ference　of　the　state　in　merger　of　enterprises．
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